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　「25 年改正法」附則第 8 条には，法施行後 3 年を目途に「医療保護入院の手続きの在り方」
等について検討を加え所用の措置を講ずることが明記された。この附則第 8 条により厚生労働
省は，2016（平成 28）年 1 月 7 日に「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会（以
下，「検討会」という）」を立ち上げ，本格的な法改正作業に入った。その最中 2016（平成 28）
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発防止チーム」は，同年 12 月 8 日に「再発防止策の提言」（5）を纏めた。「検討会」は，本来の
検討すべき「医療保護入院の手続きの在り方」は中途半端なまま，「再発防止策の提言」を全
面的に取り入れる形で，2017 年 2 月 8 日に報告書を作成した。この「検討会」報告書に基づき，
2 月 28 日に厚生労働省は，第 193 回通常国会へ「精神保健福祉法改正法案（以下「29 年改正
























対応への国際比較に関する研究（平成 21 年度～23 年度）」，「新たな地域精神保健医療体制の
構築のための実態把握および活動の評価等に関する研究（平成 24 年度～26 年度）」，「精神医
家族等の同意に基づく医療保護入院に関する批判的検討（塩満　卓）
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療制度に関する法制度の国際比較調査研究（平成 25 年度～27 年度）」である。
4．分 析 の 視 角
　まず 1 つめの観点である家族等の同意による医療保護入院の政策形成過程の議論は，どのよ
うに展開してきたのか。以下 4 者の視角から分析を試みたい。1 つは政策主体にとっての保護
者制度，2 つめは精神科病院からみた保護者制度，3 つめは精神障害者家族からみた保護者制





















ついては，障害者権利条約 12 条 4 で「法的能力の行使に関連するすべての濫用を防止するための適切
かつ効果的な保護が含まれることを確保しなければならない。そういった措置は可能な限り最も短い期
間に適用する。権限のある，独立の，かつ，公平な当局又は司法機関による定期的な審査に服すること









⑥ 保護者は民法 714 条 1 項の「法定監督義務者」として損害賠償義務を負う。（山本，2017：190）（11）
（出所） 塩満卓（2017）「精神障害者の家族政策に関する一考察」『福祉教育開発センター紀要』14，85
頁　表 6 保護者制度の変遷を転載。






















































































































































所要の措置を講ずるものとする」という規定により，厚生労働省は 2016（平成 28）年 1 月 7
日に「検討会」を立ち上げ，この検討会の下部部会として「医療保護入院等のあり方分科会」「新
たな地域精神保健医療体制のあり方分科会」の 2 つの分科会を発足させた。「医療保護入院等
のあり方分科会」は同年 3 月 11 日から 7 月 21 日まで計 4 回の分科会を開催し，「新たな地域
精神保健医療体制のあり方分科会」は同年 3 月 29 日から 7 月 15 日まで計 4 回の分科会を開催
し，それぞれ論点整理を行った。この 2 つの下部部会の議論を踏まえ親部会「検討会」におい
て法改正に向けた議論を行う予定であった。しかし，同年 7 月 26 日に「相模原事件」が発生
し急遽「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止検討チーム（以下「再発
防止チーム」という）が立ち上げられ，計 8 回の協議の末，12 月 8 日に「再発防止策の提言」
を作成した。この「再発防止の提言」を全面的に取り入れる形で親部会「検討会」は 2017 年
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（5）公的保護者制度としての（仮称）精神保健専門員制度の提案
　家族に代わる公的保護者制度について，第 1 回及び第 2 回「医療保護入院等のあり方分科会」


































































































知事の指定した指定病院長である。入院後 3 か月目に，その後は 6 か月毎に定期病状報告書を
精神医療審査会に提出することが義務づけられている。入院にかかる費用負担は，精神障害者
入院形態 治療契約 要　　　　件








































ンド，ドイツがわが国の約 5 分 1，スウェーデンが 10 分の 1，その他の国々に至っては，2 桁
少ない。つまり日本以外の国において非自発的入院は，極めて限定的な入院形態となっている。
（注）* NA　Not available










日　本 2013 46.0％ 1,087 人 危険性 or 治療必要性 非医療 or 医療
オーストラリア 1999 18.0％ 175 人 危険性 非医療
ベルギー 1998  5.8％ 47 人 危険性 非医療
デンマーク 2000  4.6％ 34 人 危険性 or 治療必要性 医療
フィンランド 2000 21.6％ 218 人 危険性 or 治療必要性 医療
フランス 1999 12.5％ 11 人 危険性 非医療
ドイツ 2000 17.7％ 175 人 危険性 非医療
ギリシャ NA NA NA 危険性 or 治療必要性 非医療
アイルランド 1999 10.9％ 74 人 危険性 or 治療必要性 医療
イタリア NA 12.1％ NA 治療の必要性 非医療
ルクセンブルグ 2000 NA 93 人 危険性 医療
オランダ 1999 13.2％ 44 人 危険性 非医療
ポルトガル 2000  3.2％ 6 人 危険性 or 治療必要性 非医療
スペイン NA NA NA 治療の必要性 非医療
スウェーデン 1998 30.0％ 114 人 治療の必要性 医療



































弁護士（公的）** 48 時間 裁判所
イスラエル 精神医学的評価 病院管理者 *** 48 時間 地方精神科委員会・裁判所
イタリア 医　師 医師 2 名 48 時間
地方自治体の長（48 時間
以上は裁判所）
リトアニア 精神科医 精神科医 48 時間 裁判所






医　師 24 時間 裁判所
スペイン 誰でも可 精神科医 24 時間 裁判所
スウェーデン 医　師 精神科医 4 週間 裁判所
（出所） Thomas W. Kallert, et al （2007：200） を和訳のうえ転載




























国 申請者 決 定 者 入院措置期間
ブルガリア 後見人・親族・医師 裁判所 34 日（評価），3 カ月（入院）
















イタリア サービス担当精神科医 地方自治体の長 7 日
リトアニア 精神科医 裁判所 1 週間
ポーランド 親族または後見人 裁判所
10 日（評価，最長 6 週間まで），
3 カ月（入院）































日　本 73.12  204.4 277.52  16.23
オーストリア 14.43  21.37   35.8  29.25
ベルギー 25.58 134.47 160.05 UN
デンマーク 53.91 UN UN
フィンランド 67.34   8.42  75.76 133.94
フランス 22.72  71.81  94.53 UN
ドイツ 41.08  47.62   88.7 NA
ギリシャ   5.1     19   24.1 UN
アイルランド 19.61  54.48  74.09  61.02
イタリア 10.95      0  10.95  46.41
ルクセンブルグ 41.28  48.19  89.47  42.09
オランダ 10.51  127.3 137.81  76.26
ポルトガル  9.41  15.96  25.37   2.07
スペイン 10.19  32.73  42.92 UN
スウェーデン 34.91      0  34.91 UN
イギリス 50.63   7.99  58.62   67.8
（注）* UN=information unavailable, NA=item not applicable
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本研究の意義と限界









中心に議論された。第 1 回が 2010（平成 22）年 5 月 31 日開催され，第 28 回が 2012（平成 24）年
6 月 28 日で，約 2 年間に渡り開催された。




⑷　 相模原市にある障害者施設「津久井やまゆり園」の入所者 19 名が，元職員により殺傷された事件の
こと。容疑者は，2016 年 2 月 18 日に「重度障害者の大量殺人はいつでも実行する」と施設職員に
話したことから，園が神奈川県警に通報した。県警は事情を聴き，2 月 19 日に精神保健指定医の診
断をもとに，容疑者は措置入院となり，翌 3 月 2 日に「病状が緩和された」として退院となる。平
成以降，最大の殺人事件であったこと，元措置入院患者の起こした事件であったことから，塩崎恭













⑿　 全家連 30 年史編集委員会（1997）『みんなで歩けば道になる―全家連 30 年のあゆみ』全国精神障害
者家族会連合会，66 頁
⒀　 仙台地判平成 10 年 11 月 30 日判時 1674 号，106 頁
⒁　 全国精神障害者家族会連合会の機関誌『月刊ぜんかれん』の 1999 年 1 月号で仙台地裁の判決の概要



















⒇　 日本精神科病院協会（2013）「『精神保健医療福祉の見直し』に対する要望」（日精協発第 1228 号）
　　http://www.nisseikyo.or.jp/opinion/teigen/teigen.php?id=69&bm=25　2017/09/10


















26　 日本障害者協議会は，2017 年 4 月 17 日に「緊急アピール：精神保健福祉法改正案について」で，「精
神障害者の差別・偏見を助長し，権利侵害の危険性のある法案を廃止し，当事者参画のもとでの再
検討を求める」と発表した。
27　 厚生労働省ウェブサイト「第 2 回医療保護入等のあり方分科会」議事録
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000125891.html　2017/09/10
28　 厚生労働省ウェブサイト「第 4 回医療保護入等のあり方分科会」議事録
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000133083.html　2017/09/10
29　 公益社団法人全国精神保健福祉会連合会「『保護者制度』の撤廃と制度の改正にご理解をお願いしま
す」2012 年 8 月 30 日付文書
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30　 公益社団法人全国精神保健福祉会連合会「精神保健福祉法の改正案に関する意見」2017 年 4 月 6 日
付文書
31　 厚生労働省ウェブサイト「第 3 回医療保護入院のあり方分科会」議事録
澤田優美子（日本社会事業大学大学院社会福祉学研究科博士後期課程）
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000130948.html　2017/09/10
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